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5．都市規模と民間委託度及び人ロ当たり歳出額（「本庁舎関連」）

　本庁舎関連の民間委託項目は本庁舎受付など表1に示すとおりである。こ

れは，図3－1のように，両対数軸で示すとき，「上に凸の両対数2次式」の関

係がみられる。通常の実数軸で示すと，図4－1のように，都市規模の増大に

つれて，はじめ民間委託度は急上昇し，25．0万人で最大値をとって，以後緩

やかに減少する。

　本庁舎関連の歳出項目は表1のように総務管理費である。人口当たり総務

管理費と人口規模との関係は，両軸を対数軸とするとき，図3－2のように，

「下に凸の右下がり（対数の対数1次式）」の関係がよく適合する。



一
50－　（240） 山口経済学雑誌　第53巻　第3号
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（本庁舎関連樂務、偏差値）両対数
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　　この図3－2については，あるいは「対数の対数」については，注意が必要

である。すなわち，図3－2の回帰式：y＝3．9274x－°・1166は，両辺の対数をとっ

て次のように書き直すことができる。

　　　ln（y）＝ln（3．9274）－0．　1166＊ln（x）

ところが，x＝ln（P），y＝ln（S），

　　　　　　ただし，P：人口数，S：人口当たり総務管理費，ln：自然対数

であるから，もとの変数（P，S）の対数値（x，y）の対数値（ln（x），

ln（y））を説明変数および被説明変数とする1次回帰式となっている。こ

のような回帰式は，表4～7において，「対数の対数」として表されている。

　これを通常の実数軸で示すと，図4－2のように，都市規模の増大につれて，
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図4－1　都市の人ロ規模と民間委託度
　　　　（本庁舎関連業務、偏差値）
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人口当たり総務管理費は人口20万人程度まで急激に減少し，その後緩やかに

減少する。

　また，本庁舎関連の民間委託度と人口当たり総務管理費の関係は，図3－3

および図4－3のように，「右下がり1次式」であり，「合計」の場合と同様に，

「本庁舎関連民間委託度が高い都市ほど人口当たり総務管理費が小さい。」

　最後に，（本庁舎関連民間委託度／人口当たり総務管理費）比率は，「対数

の対数」型の回帰式がフィットし，図3－4および図4－4のように，「上に凸の

右上がり（対数の対数1次式）」の関係がみられる。

　なお，図3と図4に示した本庁舎関連の回帰式，定数項，係数はすべて，有

意水準0．01で有意である。（表4～表7参照）
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6．都市規模と民間委託度及び人ロ当たり歳出額（「インフラ関連」）

インフラ関連の民間委託項目は，表1のように，ゴミ収集などである。こ

の委託度（対数表示）と都市規模（対数表示）の関係は，図5－1のように，

「右下がりの両対数1次式」の関係がみられる。それを実数表示で表すと，図

6－1のように，「下に凸の右下がり」となる。民間委託度は人口規模の増大に

つれて，はじめは人口30万人程度まで急激に減少し，その後は次第に緩やか

に減少する。この場合は人口規模が小さいほど民間委託度が高くなり，前2

者（合計，本庁舎関連）とは逆の傾向を示す。

インフラ関連歳出費は清掃費・土木管理費である。その人口当たり歳出額

は，人口規模との関係でみると，図5－2のように両対数表示で，「下に凸の両
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図6－1
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対数2次式」の関係がみられる。実数軸でみると，図6－2のように，人口規模

の増大につれて，はじめ急激に歳出額が減少し，28万人で最低となって，そ

の後，ごく緩やかに上昇する。

　インフラ関連民間委託度とその人口当たり歳出額の関係は，図5－3および

図6－3のように，人口2万人未満の極小都市は例外であり，それを除いて，両

対数表示で，「下に凸の両対数2次式」の関係がみられる。ただし，この場合

は，表6に示したように，回帰式は有意水準0．05でも有意でない。

　最後に，（インフラ関連民間委託度／人口当たり清掃費等）比率は，図5－4

のように対数表示で，「右下がりの両対数1次式」がフィッする。実数表示で

は，図6－4のように，「下に凸の右下がり」の関係がみられる。
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なお，このインフラ関連については，上で述べた「民間委託度とその人口

当たり歳出額の関係」については，有意水準0．05でも有意でないが，その他

の場合は，回帰式，定数項，係数のすべてについて，有意水準0．01で有意で

ある。（表4～表7参照）

7．都市規模と民間委託度及び人ロ当たり歳出額（「教育関連」）

教育関連の民間委託は表1のように公立学校校務員，学校給食などである。

その民間委託度は，図7－1のように，「右上がりの両対数1次式」がフィット

する。したがって，実数軸で示すと，図8－1のように，「右上がりの上に凸」

となり，委託度は人口20万・30万人程度まで急激に上昇し，その後は緩やか
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に上昇する。

　教育関連の人口当たり歳出額は，図7－2のように，「右下がり両対数1次式」

がよくフィットする。したがって，実数表示では，図8－2のように，「右下が

りの下に凸」となり，人口当たり教育総務費等は，人口の増大とともに，人

口20万・30万人程度まで急激に減少し，その後は緩やかに減少する。

　教育関連民間委託度とその人口当たり歳出額の関係は，図7－3および図8－3

のように，「右下がり両対数1次式」がよく適合し，「一般に民間委託度が高

い都市ほど人口当たり教育関連歳出額が小さい。」

　最後に，（教育関連民間委託度／人口当たり教育総務費等）比率は，図7－4

のように「上に凸の右上がり（対数の対数1次式）」がフィットする。実数表
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示では，図8－4のように，「上に凸の右上がり」の関係がみられ，人口増大に

つれて，人口20万人程度まで比率は急上昇し，その後緩やかに増大する。

　なお，この教育関連については，図7および図8に示したすべての回帰式に

ついて，回帰式，定数項，係数のすべては，有意水準0．01で有意である。

（表4～表7参照）

8．都市規模と民間委託度及び人ロ当たり歳出額（「施設関連」）

　施設関連の民間委託項目は表1のように公園，図書館，市営住宅の管理運

営である。この民間委託度は，図9－1のように，「右上がり両対数1次式」が

フィットする。したがって，通常の実数表示にすれば，図10－1のように，
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図10－1都市の人ロ規模と民間委託度
　　　　（施設関連運営業務、僖差値）
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「上に凸の右上がり」であり，人口

規模の増大につれて，人口20・30万

人程度まで，委託度が急上昇し，そ

の後は緩やかに上昇する。

　施設関連の歳出項目は表1のよう

に公園費，住宅費，社会教育費であ

り，その人口規模との関係は，図9－

2のように，「下に凸の両対数2次式」

である。実数で示すと図10－2のよう

民30
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率
謹，。
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に，人口規模の増大につれて，人口当たり公園費等は急減し，人口17．6万人

で最低となって，その後，緩やかに上昇する。

　施設関連民間委託度とその人口当たり歳出額の関係は，図9－3のように，

傾向性を読み取ることができない。人口2万人未満の極小都市と100万人以上

の巨大都市が例外的に他の都市階層より離れて上部にあるが，それを除くと，

都市規模による違いは認められない。本稿における図1～12に示す24ケース

の中で，ただ1つ傾向性を見いだせないのがこのケースである。（したがって，

図10－3に相当する図は示さなかった。）

　最後に，（施設関連民間委託度／人口当たり公園費等）比率は，図9－4のよ

うに「上に凸の両対数2次式」がフィッする。実数表示では，図10－4のよう
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に，「上に凸」の関係がみられ，人口増大につれて，比率は急上昇し，人口1

4．4万人で最大値に達し，その後緩やかに低下する。

　なお，この施設関連については，図9および図10に示したすべての回帰式

について，回帰式，定数項，係数すべては，有意水準0．01で有意である。

（表4～表7参照）

9．都市規模と民間委託度及び人ロ当たり歳出額（「行政システム関連」）

　行政システム関連の民間委託度項目は，表1のように，コンピューターシ

ステム管理運営などである。その民間委託度と都市規模との関係は図11－1の

ようである。全体とすれば「右上がりの両対数1次式」の傾向が認められ，
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図12－1都市の人ロ規模と民間委託度
　　　（行政システム関連管理業務、偏差値）
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実数で示すと，図12－1のように，「上に凸の右上がり」であるが，その回帰

式は表4に示すように有意水準0．05でも有意でない。

　これに対応する費用として，表1のように，戸籍住民基本台帳費をとれば，

その人口当たり歳出と都市規模の関係は，図11－2のように，「下に凸の右下

がり（対数の対数1次式）」の関係が認められる。これについては，表4のよ

うに，定数項が有意水準0．20でも有意でないものの，回帰式も係数のt値も

有意水準0．01で有意である。したがって，回帰式は採用することができる。

　行政システム関連民間委託度とその人口当たり歳出額の関係は，図11－3の

ように，人口2万人未満の極小都市を例外として，他の13都市階層について

は，「下に凸の2次関数」の関係がみられる。それを実数表示とすれば，図12一
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3ようである。しかしながら，表5（5）に示すように，回帰式は有意水準0．05

でも有意でない。

　最後に，（行政システム関連民間委託度／人口当たり戸籍費等）比率は，

図11－4のように「上に凸の両対数2次式」がフィッする。実数表示では，図

12－4のように，「上に凸」の関係がみられ，人口増大につれて，比率ははじ

め急上昇し，人口39．1万人で最大値に達し，その後緩やかに低下する。

　なお，この行政システム関連については，図11および図12に示した回帰式

のうち，最初のケース（都市規模と民間委託度）および3番目のケース（民

間委託度／その人口当たり関連歳出費）比率）について，回帰式は有意水準

0．05でも有意でないので，採用するのは適当でない。他は採用することがで

きる。先に8節で，施設関連民間委託度とその人口当たり歳出額のケースに

ついて，傾向性を読み取ることができない旨述べたが，それに，今すぐ上で

示した，行政システム関連の2つのケースを加えた計3つのケースについては，

本稿の全24ケースのうち，回帰式として採用するのが適当でない。他の21の

ケースの回帰式は，有意水igio．01で採用することができる。

10．おわりに

　本稿の目的は，最近のデータに基づいて，都市規模，公共サービスの民間

委託度，人口当たり民間委託関連歳出額の問の一般的傾向性をファクト・ファ

インディングとして提示することであった。その主要な結果は次の通りであ

る。

　（1）都市規模と公共サービスの民間委託については，一般に都市規模の増

大につれて民間委託度は上に凸の形で上昇する。人口規模20・30万人程度ま

で民間委託度は急上昇し，その後は緩やかに上昇し続けるケースと緩やかに

低下するケースがあるが，いずれのケースも緩やかである。すなわち「人口

20．30万人程度までは，都市規模が大きいほど民間委託度は大きい傾向があ

り，それより大きい都市については，さらに民間委託度がやや高くなるケー
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表8　都市規模、公共サービスの民間委託度、人ロ当たり民間委託関連歳出額の間の一般的傾向性

上段：説明変数（横軸）、下段：被説明変数（縦軸）、図は、縦横軸とも通常の実数軸（対数軸ではない）を想定して描かれている。　　変
民　　数

委託分

都市規模
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　都市規模
人ロ当たり歳出額
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　　　　　都市規模
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右下がり、下に凸

対数の対数

膨　　L

右下がり

1次式

DD

右上がり、上に凸

対数の対数

1次式

uu

インフラ

関運管理
　粟務

右下がり

両対数

1次式

DD

下に凸

両対数

歪次式

DU

下に凸
、次式．　）DU

右下がり

両対数

1次式

DD

　教育
関運管理
　業務

右上がり、上に凸

両対数

1次式

uu

右下がり

両対数

1次式

DD

右下がり

1次式

DD

右上がり、上に凸

対数の対数

1次式

uu

施設関連
運営業務

右上がり、上に凸

両対数

1次式

uu

下に凸

両対数

2次式

DU

上に凸

欝　r＼
UD

　行政
システム

関連業務

右上がり、上に凸

両対数

1次式x

uu

右下がり、下に凸

対数の対数

1次式

DD

下に凸
、次式．x）DU

上に凸

贈　r＼
UD

一般的

傾向性

一
般に上に凸の右上がり。

人ロ20・30万人程度まで急上昇
し、その後緩やかに上昇を続ける

ケースと、緩やかに低下するケー
スがある。

例外はインフラ閲運業務であり、

右下がりである。

一
般に下に凸の右下がり。

人ロ20・30万人程度まで急低下
し、その後緩やかに低下を続ける

ケースと、緩やかに上昇するケー
スがある。

一般に直線的右下がり。

例外はインフラ関連と行政システム
関連であり、民間委託度50偏差値
程度以後緩やかに上昇する。

一
般に上に凸の右上がり。

人ロ20・30万人程度まで急上昇
し、その後緩やかに上昇を続ける

ケースと、緩やかに低下するケー
スがある。

例外はインフラ関連業務であり、

右下がりである。

（注）1，両対数：もとの変数の対数値を説明変数および被説明変数とする回帰式

　　2．対数の対数：もとの変数の対数値の対数値を説明変数および被説明変数とする回帰式

　3，UU：横軸値の増大につれて、はじめ上昇し、後にも緩やかに上昇する

　　　UD：横軸値の増大につれて、はじめ上昇し、後には緩やかに低下する

　　　DD：横軸値の増大につれて、はじめ低下し、後にも（緩やかに）低下する

　　　DU：横軸値の増大につれて、はじめ低下し、後には緩やかに上昇する

　　4，x；回帰式が有意水準0、05でも有意でない。その他は、有意水準0．01で有意。

　　　＊：2万人未満の極小都市を除く13都市階層についての回帰式。

スとやや低くなるケースがある。」唯一の例外はインフラ関連管理業務であ

り，これは下に凸の右下がりである。

　　（2）都市規模と人口当たり民間委託関連歳出額については，一般に都市規

模の増大につれて人口当たり民間委託関連歳出額は下に凸の形で低下する。

人口規模20・30万人程度まで人口当たり民間委託関連歳出額は急低下し，そ

の後は緩やかに低下し続けるケースと緩やかに上昇するケースがあるが，い

ずれのケースも緩やかである。すなわち「人口20．30万人程度までは，都市

規模が大きいほど人口当たり民間委託関連歳出額度は小さい傾向があり，そ

れより大きい都市については，さらにやや低くなるケースとやや高くなるケー
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スがある。」

　（3）民間委託と人口当たり民間委託関連歳出額については，一般に民間委

託度の増大につれて人口当たり民間委託関連歳出額は直線的に低下する。す

なわち「一般に民間委託度が高い都市ほど，関連する人口当たり歳出額が小

さい。」ただし民間委託度が50偏差値程度より大きくなると逆に歳出額が上

昇するケースもみられる。

　（4）都市規模と（民間委託度／人口当たり歳出）比率については，一般に

都市規模の増大につれてこの比率は上に凸の形で上昇する。人口規模20・30

万人程度までこの比率は急上昇し，その後は緩やかに上昇し続けるケースと

緩やかに低下するケースがあるが，いずれのケースも緩やかである。例外は

唯一インフラ関連管理業務であり，これは下に凸の右下がりである。

　（5）以上の結果を表8に示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2004．8．8）
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